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「三田学会雑誌」102巻 2 号 （2009年 7 月）

田中辰雄 • 矢崎敬人，村上礼子著

『ブロードバンド市場の経済分析』 

慶應義塾大学出版会，2 0 0 8年 4 月，2 1 4頁

本書は，情報通信市場について，インタ一ネッ 

トのブロードバンド接続市場を中心に経済分析及 

び政策提言を行った好著である。著者は，慶應義 

塾大学経済学部准教授の田中辰雄氏，エ学院大学 

講師の矢崎敬人氏，近畿大学経済学部講師の村上 

礼子氏の3 名である。

とりわけ，田中氏は，情報通信産業を計量分析 

されている数少ない研究者の一人であり，これま 

で も 『ゲーム産業の経済分析：コンテンツ産業発 

展の構造と戦略』（東洋経済新報社，2003)，『著 

作権保護期間：延長は文化を振興するか？』（勁 

草書房，2008) など幅広い分野の研究成果を発表 

している。本書もこれまで定性的に論じられてき 

たイシューを定量的に切り込んでいるのが特徴で 

ある。

1. 本書の概要

まず本書の構成を概観すると，第 1 章がブロー
⑴

ドバンド市場の概観，第 2 章が A D S Lの普及要 

因，第 3 章がネットワーク効果とスイッチングコ 

ストの理論，第 4 章がネットワーク外部性とスイッ 

チングコスト—— I P 電話でひとり勝ちが起こり 

うるか，第 5 章が回線種別変更のスイッチングコ

(2) (3)
スト，第 6 章がADSL，CATV，F T T H のモー 

ド間競争，第 7 章が光ファイバー普及に向けての 

課題，となっている。

本書のポイントとなるのは，第 2 章及び第4 章 

から第6 章であるので，これらの章を中心に，どの 

ような結論が出されているのかを概観してみよう。

まず，第 2 章において，A D S Lの普及要因は， 

価格の大幅な低下，P C の普及，ヤフーの参入，ア 

ンバンドル政策，ネットワークの外部性などと推 

定されている。最も普及に影響を与えたのは9 千 

円から4 千円への急激な価格低下である。

N T T に対するメタル回線のアンバンドル義務 

化については，米国のように投資誘引が低下した 

ためアンバンドル政策が失敗であり，すでに義務を 

撤廃する決定を行った国やアンバンドル義務化な 

しにA D S Lが普及した韓国の事例もあるが，日本 

においてはこの政策が寄与したという結論である。

次に，第 4 章と第5 章では，第 3 章で整理され 

たネットワーク外部性とスイッチングコストの理 

論を，I P 電話の普及および回線種別変更に関して 

適用可能かを計量的に分析している。

まず，I P 電話については，ネットワーク外部性 

およびスイッチングコストが影響していることを 

示唆する結果が得られたが，ひとり勝ちやその維 

持は困難と結論づけている。次に，回線種別，回 

線提供事業者，I S P などを変更する際のスイッチ 

ングコストを分析したところ，ダイヤルアップや 

IS D N の利用者に関しては有意な影響は見られな 

かったが，A D S L利用者については乗換えを抑制 

する効果が働いていると推計されている。

このようにブロードバンド•サービスにおいて 

は，スイッチングコストが大きい事例が存在する 

ため，そのコストを低下させる施策が重要である

( 1 ) A D S L とは，Asymmetric Digital Subscriber Line (ディジタル加入者回線）の略称で，銅線を 

利用したブロードバンドサービス。

(2) CATV とは，Cable Television あるいは Com m unity A nntena Television の略称。

(3) F T T H とは，Fiber To The Home (家庭向け光ファイバー接続）の略称であり，戸建向けあるい 

はマンション向けのブロードバンドサービス。広い意味では，企業向けもこの分類に入る場合がある。
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と結論付けている。 いたため，新規に回線増設を行わなくても対応が

次に第6 章では，ADSL, CATV，F T T H の 3 
つのサービス間（あるいはモード間）の競争が有 

効に行われているかが分析されている。この分析 

の時点では圧倒的にA D S L利用者が多かったの 

であるが，それぞれのサービスの速度，料金，付 

加サービスなどが互いに牽制しあう状態で，シエ 

アが高いA D S Lであっても，必ずしも市場支配 

力を持っているわけではないという結論である。

最終章では，F T T H の普及に関する議論がな 

されている。光ファイバーのアンバンドル政策に 

ついては賛否両論あるが，その時点の接続料水準 

が，設備提供側にも投資誘因を残す絶妙なレベル 

であると総括されている。

現実には，2007年にF T T H 加入者数がADSL 
加入者数を上回っており，普及促進と競争促進のバ 

ランスをどう取るかがこれまで以上に難しくなっ 

ているのが実態である。

2. 主要な論点とその評価 

ブロードバンドの市場構造を計量経済学的に分 

祈した主な先行研究としては，2003年度より毎 

年行われている「電気通信事業分野における競争 

評価」がある。現時点での最新版は2008年 9 月 

に公表された報告書である〔総務省（2008) 。ま 

た，そのプログラムの中心にいる京都大学経済学 

部の依田高典氏の『ブロードバンド•エコノミク 

ス』 〔依 田 （2 0 0 7 ) がある。

それらの研究成果を踏まえながら，本研究では 

更に具体的に I P 電話やサービス選択におけるス 

イッチングコストのレベルが試算されているとこ 

ろなどが優れている。

(1) アンバンドル政策の評価

アンバンドル政策が成功するための必要条件は 

2 つあげられている。一つは，アンバンドルする設 

備への追加投資が必要ないこと，二つには，アンバ 

ンドルする設備が不可欠設備(essential facilities) 
であることだ。

N T T のメタル回線については，品質も優れて

可能であり，一つ目の条件はクリア一できた。ニ 

つ目の不可欠性であるが，C A T V や F T T H の普 

及が進んでいなかったため，2 0 00年代初頭でブ 

ロードバンドを提供するためにはメタル回線を利 

用したA D S Lが中心であり，設備を提供してい 

るのはほとんどN T T であることから，アンバン 

ドルする必然性が高かった。

しかしながら，現在課題となっているFT T H  
の競争促進にアンバンドル（あるいはファイバー 

の分岐単位での利用）については，特に一つ目の 

条件が問題となる。

(2) I P 電話のスイッチングコスト

I P 電話と固定電話の代替性については，分析 

対象が I S P が提供する050型の I P 電話に限定さ 

れた分析であるが，品質や信頼性などが同等でな 

い （緊急通報ができないなどの機能的な不備があ 

る）ことから，固定電話とは別の市場であると分 

析されている。

0 5 0型 I P 電話については，固定電話や携帯電 

話のように番号ポータビリティが義務付けられて 

おらず，番号変更に伴う他者への番号周知の手間 

などが，スイッチングコストと考えられる。

但し，2009年のデータ〔総務省（2009) によ 

れば，光ファイバー設備を保有する通信事業者が 

主として提供する，いわゆる0 A B J型の I P 電話 

の加入者数は1116万加入に達し，050型の I P 電 

話の加入者数を超えている。

このタイプについては固定電話との番号ポータ 

ピリティも可能であるが，固定電話からのスイッ 

チングコストや同一の市場と捉えるべきかどうか 

については，本書では分析されていない。

(3) ブロードバンド回線のスイッチングコスト 

第 5 章で論じられている回線種別のスイッチ

ングコストであるが，まずはブロードバンド回線 

の変更を行なわない理由については，回線工事や 

メールアドレスの変更が面倒という回答が多い。 

また，A D S L間の乗換えへの障害となる要因とし 

ては，パソコンの設定やメールアドレスの変更や

—— 240 (428) ——



モデムの買い替えなどが上げられている。

具体的なスイッチングコストも試算されており， 

ブロードバンドへの変更は8 7 2円で，I S P の変更 

は 9 2 7円となった。

ブロードバンドサービス間のスイッチングコ 

ストについては，A D S L か ら C A T V が 1032 
円，C A T V からF T T H が 1202円，C A T V から 

ADSL へが 1703 円，F T T H  から ADSL が 2907 
円，などとなっている。最も高いのは，F T T H か 

ら A D S Lへのスイッチングコストであり，安定 

的に高速なサービスを体験すると元のサービスに 

戻りづらいことを示している。N T T が A D S Lか 

ら F T T H への移行を促進し続けているのはこの 

傾向をうまく利用しているのではないかと推測さ 

れる。

ブロードバンドの特徴は常時接続と高速性を兼 

ね備えている点にあり，ダイヤルアップやISDN 
ではこの2 つのメリットを享受できないことから， 

スイッチングコストはほとんど影響がない範囲で 

あることが示されている。

依 田 （2 0 0 7 )は，スイッチングコストの分析を 

行い，A D S Lから F T T H へのマイグレーション 

時において，同一の事業者内での乗換えが多く，こ 

れはロックイン効果によるものだと説明している。 

しかしながら，利用者アンケートでは，F T T H の 

事業者選択の理由の多くは，その地域で提供して 

いる事業者が限定的であること，および居住マン 

ションにおける契約可能事業者が限定的であるこ 

とが大きな要因になっている。

(4) モード間競争の有効性

第 6 章で論じられているモード間競争であるが， 

A D S Lのシェアが高いものの，C A T Vや FT T H  
との競争から，価格を上げたりするのは容易では 

ないし，逆に F T T H や C A T V側も A D S Lへの 

競争対応行動を取る必要に迫られているという結 

論である。

但し，ロジットモデルによる弾力性の試算値で 

あるが，A D S Lの場合自己選択確率の弾力性が 

1 .5 5 8と非常に大きくなっている点がやや利用者
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の行動と異なる結果となっていると思われる。こ 

の弾力性が高いということは，A D S Lの値下げに 

よりF T T H や C A T V からの移行が大いにあり得 

ることを示す。しかしながら，現実には，ダイヤ 

ルアップ4  A D S L低速4  A D S L高速4  FT T H  
というグレードアップの流れが一般的であり，い 

くらA D S Lの価格が下がろうと，安定的に高速 

な F T T H からのグレードダウンは起き辛い。

3. 本研究の今後の発展への期待

本研究はこれまで述べてきたように，計量経済 

学的な手法で変化する競争市場や政策の有効性を 

具体的に論じた点は評価できるが，この研究の前 

提となっている市場擐境はすでに大きく変貌をと 

げている。

例えば，I P 電話については，これまで050型が 

主流であったが，2008年の終わりから0 A B J型 

と呼ばれる加入電話と同じ番号が利用可能なサー 

ビスが主流になっている。

これについては，I P 電話に占める0 A B J型の 

比率が 1 割程度の段階で，依田がコンジョイント 

分析を行っている〔依 田 （2007) p172〕が，利用 

者の選択確率に5 倍以上の差があった。その分析 

通りに，I P 電話市場では0 A B J型の消費者選択 

が増加し，2006年 3 月の 142万加入から2009年 

3 月 の 1116万加入まで，短期間に大きく市場が 

変容した。

また，F T T H については，本研究で主として用 

いられているのは2003年のデータであるが，その 

当時のF T T H 加入数は100万に達していなかっ 

た。しかし，圧倒的に市場を支配していたADSL 
だったが，2 0 08年 3 月には，F T T H に抜かれ， 

2 009年 3 月では F T T H が 1502万加入となり， 

ブロードバンドの約半数にまで成長してきた。

A D S Lでアンバンドリンク'政策が普及促進と競 

争の進展の両方の目標を達成できたのは，電電公 

社時代に投資が終わり，ほぼ減価償却済みのメタ 

ル回線が存在したからである。通話用にすでに利 

用されているメタル回線に100円程度のマージナ
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ルな追加費用を支払えばブロードバンド•サービ 

スが利用可能である。

しかしながら，F T T H の場合は，普及促進と 

競争の進展は相反する目標となる。普及促進のた 

めには，N T T に光ファイバ一への投資インセン 

ティブが必要である。一方で，設備競争が限定的 

になっている状況を前提とすれば，サービス競争 

を活性化するために，N T T 設備との接続料を政 

策的に引き下げるべきという考え方もある。

総務省の競争評価 2 0 0 7では，N T T 東西の 

F T T H のシェアが上がっている要因としてN T T  
へのロックインが考えられるとしているが，競争 

相手であるはずのソフトバンクはN T T の代理店 

としてF T T H を販売するというやや変則的な状 

況も生まれている。

また，N T T が F T T H の全国拡大を遅らせるこ 

とになれば，I T 戦略本部が新たに策定した「i-2015 
戦略」の実行への障害にもなりかねない。

更には，無線ブロードバンドの発展と固定ブロー 

ドバンドとの融合や競合が進展しており，5 年か 

ら 1 0年でまた次の変化がおきるだろう。すでに， 

ネットブックと呼ばれる小型軽量P C の売り上げ 

が急速に伸びているが，それに比例して，モバイ 

ルデータ通信契約も急増している。

今後は，第 3 .9世代と呼ばれる新技術もここ数

年の間に導入され，その次には第4 世代と呼ばれ 

る技術が開発されつつある。これらの技術により 

携帯電話でもA D S L レベルの通信速度が提供さ 

れることになると，固定のみならず携帯を含めた 

モード間競争が現実味を帯びてくる。

全国へのインフラ整備という社会政策的な目標 

と競争促進による市場や消費者利益の拡大という 

二つの相反する目標を達成するためにはどういう 

政策オプションがあるのか。無線系ブロードバン 

ドを含めたスイッチングコストやモード間競争な 

ど，本研究の更なる進展を望むものである。
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